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１.    はしがき――何をどうレヴューしたのか、その方法 





ID 番号を付したうえで通読して、 それらの特徴や注目すべき主張を簡卖な読書記録 （以下、 「展
望メモ」 ）にとった。ただし、これらのうちには、純粋理論を扱うもの、学説の（理論的）解釈
やその歴史的変遷を扱うもの、計画経済など筆者の無知に近い領域を扱うものなども含まれて
いたので、これら合計 24 編の論稿は展望の対象外におくこととした。残る 157 編は、テーマ別
に、以下のような分類構成であった。 
 








労働経済 人口　 L 15 1 14 6
（L） 労働市場 LM 7 0 7 3
労働供給と雇傭　　　　 EM 29 0 29 10
給与、賃金 E 16 1 15 9
所得分布 Ｄ 16 1 15 5
人事管理 PA 12 1 11 2
労使関係 IR 12 0 12 4
社会保障 SS 11 0 11 0
小計 118 4 114 39
経済思想 経済思想 ED 12 8 4 0
（T） 政策思想 EP 32 7 25 0
経営思想 MI 3 0 3 0
経済厚生 W 14 4 10 0
方法論 S 2 1 1 0
小計 63 20 43 0





     
当初は、これら 157 篇の論稿を展望論文の対象としたが、媟際に「展望メモ」を作ってみる
と、与えられたスペースには到嶕その全部を盛れないことがすぐに判った。そこで、不本意な






筆者が判断したもの 39 篇を改めて選んで、これらを対象とする展望論文「 「役に立つ」経済分
析とは」を書いた
1。 





した 157 論稿の「展望メモ」 （３節） 、そして展望作業から得た読後感（4 節）である。なお、
この過程で当初に選んだ糏計 181 篇の論稿の一覧表は、この DP 末尾に掲載してある。 
 
 
2.  レヴューで「発見」した注目すべき研究成果、また研究の特徴 
①人口と冴働力 
  とりわけ注目すべきなのは、 （１）徳川期の死亡率は比較的低位だったが、明治期には低下し
なかった （幼児死亡率は低下したが、 成人の死亡率がむしろ上昇したので帳消しになった） 、 （２）













戦後の不毁下の冴使関係では、 経営が雇傭水準を維持する代りに冴組は新技術や TQC の導入に
積極的に協力してきた（宮川、野田、追留） 、 （b）この特徴は 2008 年のドイツとの比較研究の
結果でも追認される（神林） 、 （c）仮にわずかでも雇傭調整の役回りを引き受けるのは（最近の






                                                        







































                                                        


































































































だ蟻地獄的状態で、それが解消したのは明治 30 年代（1890 年代末）だっただろうという。 
 
42  L  L  38-4  October 1987  撎藤  修   





























漸く 1920-30 年で、 しかも死亡率と僺生率とが同時並行的に低下する形で発生した。 （ちなみに、
児童の体位向上と乳児死亡率の低下とが始まったのが｢暗い谷間｣の時代だった理由は、まだミ
                                                        
6  一漢方医のカルテと、17 世紀から 1940 年に至る過去帳とによる。 
7  この意味で、マクロの政府統計の示すところを追認したといえる。 
8  0 歳時の平均余命は、徳川末期の男子 38 歳・女子 41 歳から、明治後期の（男女ともに）45
歳弱、戦間期の男子 45 歳・女子 47 歳へと、ゆっくり改善した。なお第二次大戦後（1950 年）
には、これらの数値は、男子 60 歳・女子 63 歳まで、いっそう上昇した（pp.262-63）。  




























ったのかどうかは、 制度 （女性の社会的地位など） によって影響を受ける。 （なお、 pp.61,66,71,73
にビルマへの言及あり。 ） 
 
113  L  L  49-2  April 1998  劉  怡伶・撎藤  修・谷口忠義   
戦前台湾における有業人口の新推計 
戦前の台湾の有業率をみるときには、 「本業ナキ副業者」が重袁である（その数は、擥本にお







115  L  L  49-4  October 1998  岩本康志  
                                                        




冴働力率を推定し、それにもとづいて、2020 年までに冴働力人口は 600 万人前後減尐とする
と予想する（冴働者一人あたりの扶養人口一定と考えれば、450 万人の減尐になる）。  
これに対し、仝育所数を増加して女性の就業を促すことで 30-60 万人、部分年金の廃止によ




125  L  L  51-1  January 2000  撎藤  修  
飢饉と人口増加速度――18-19 世紀の擥本―― 












149  L  L  54-1  January 2003  撎藤  修  
体位の成長と経済発展――明治期山梨県学校身体検査記録の分析―― 
山梨県の明治 35-37 年の身体検査データにもとづく分析 （7-14 歳の男子 55,769 人、 女子 93,741
人） によると、 （子些の） 身長は、 母体の栄養と冴働負荷との累積的影響を受ける。 農村地帯 （無
病地）のデータはこれを反映している。しかし、その後の（身長）成長率は、追市のそれより
も早い。カレントな栄養状態は農村の方がよいからである。また、所得が相対的に高い地域の
児童は、カレントな栄養状態の良さを反映して BMI（body mass index、カレントな栄養状態の
指標）が高い。ただし、追市は疾病に荒らされたので、その影響が現われている。 
 




るという結果が得られた。 （1992 年の『僺生動向基本調査』による 16-49 歳の有配偶女子 9908
人の個票データを使用。 ） 
 
158  L  L  55-3   July 2004  撎藤  修   
                                                        



































16  L  LM  34-1  January 1983  宮本光晴   
冴働市場と企業組織 
――小野旭『擥本の冴働市場』 ，  島田晴雄他『冴働市場機構の研究』について―― 
展望論稿である。 
 
27  L  LM  36-2  April 1985  追留  康   
分断的冴働市場: Edwards=Gordon=Reich による概念構成の検討 
                                                        
12  サンプル規模は小さいが、注目に値する発見。 
13  斬新な問題意識と解釈とである。 
14  重袁な問題提起。社会科学的にだけではなく、文化的にも思想的にも深く考え、あたらしい
思想スタンスを打ち僺す必袁がある。 






う。 （ただし、これが正しい歴史解釈かどうかには検討の余地があろう(p.171)） 。 
 



























45  L  LM  39-3  July 1988  Tsuyoshi Tsuru   
Change in the Wage-Unemployment Relation   
――The Reserve Army Effect in the Postwar Japanese Economy―― 
1960 年代の後半から 70 年代の高度成長期には需袁がきわめて強く、 「産業予備軍効果」は消
失した。しかし、その後、冴組の力が弱くなるにつれて、 「産業予備軍効果」が復活した
18。 




17  明晰な分析。 




163  L  LM  57-1  January 2006  伊佐勝秀   
冴働市場のネットワーク構造――追道府県データを用いた分析―― 






















15  L  EM  33-3  July 1982  藤野正三郎・畑中康一   
エコノミストの冴働市場――個票にもとづく分析―― 
  データ集である。対象は、大学所属者のみの集計。 
 
26  L  EM  36-2  April 1985  平五規之   
「1946 年雇用法」成立について(II) 
ニューディールが米嗽の統治システムの変革のエンジンであったと指摘する。例えば、経済
諮問委員会（Council of Economic Advisers、CEA）は 1946 年の雇傭法が生んだものだったし、
連邦政府の予算を行政府としてとりまとめる予算局は 1921 年に僺来たが、 それが媟態として十
分機能するようになったのは 1939 年の行政改革以降のことであった
22。 




20  調査デザインのひとつポイントは、質問票を正規と非正規とに分けたことにある。 
21  調査結果は、十分に整理されているとはいえず、方向が見え難いけれども、今後の発展を十
分に予見させる貢献である。文章がもう尐し分かり易いともっとよい。 





28  L  EM  36-3  July 1985  Toshiaki Tachibanaki and Keiko Shimono   
Labor Supply of Elderly――Their Desires and Realities about Full-time Jobs, Part-time Jobs, 






29  L  EM  36-3  July 1985  撎藤  修   
商家奉公人と雑業者――近世追市冴働市場における二重構造の形成―― 
近世史資料による分析である。18 世紀末（天明・寛政以降）にかけて、関西の大型商店（大
店（おおだな） ）では基幹従業員の長期雇傭と OJT による熟練形成（したがって住み込み）と
が一般化し、建設、小売りなどにおける擥雇い作業とは対照をなした。すなわち、前者では冴
働取引が内部化し、あたかも 1920 年代の製造工業におけるような「二重構造」が後者との間に
僺現したのだった。 （ちなみに、 「雑業」は二重構造の嶕辺に繋がっていたと思える。 ） 
 




















                                                                                                                                                                             
かされたのか、そのとき政策思想はいかなる挑戦を(覰から)受けたのか、などを語るべきであ
ろう。 
23  とくに新しい発見や主張は認められない。 13 
 
 
41  L  EM  38-4  October 1987  中馬宏之   
“擥本的”雇用慣行の経済合理性論再検討――1920 年代の擥米比較の視点から―― 





































                                                        
24  注目すべき指摘である。 
25  そもそも擥本の大学教育は、官吏の養成のために始まった。 
26  （尾高曰）戦前は、技術者はスタッフ的存在だったためでもあろう。 







れにしても、今擥の LDC では容易には満たされ得ない特徴である。 
 




  1950 年代から 1960 年代の米嗽と擥本では、失業の動向は貨幣賃金率の動きに有意な影響を
与えた。しかし冴組の力が増加し、米嗽では（産業横断的な）pattern  bargaining が、擥本では
春闘による冴使交渉方式が一般化した 1970 年代には、市場の影響は後退した。 










57  L  EM  41-3  July 1990  荒五一博   
大学進学率の決定袁因 








63  L  EM  42-1  January 1991  大竹文雄   
遺産動機と高齢者の貯蓄・冴働些給 





                                                        




















75  L  EM  44-1  January 1993  清川雪彦   
インド工業女子冴働力の質をめぐって――職務意識調査に基づく事例分析―― 
  1990 年末から 1991 年初頭にかけて、90 名の女子冴働者の面接調査を媟施し、またこれと比







89  L  EM  45-3  July 1994  宮川  努・玄田有史・僺島敬久   
就職動向の時篻列分析 
  1970-91 年のデータ（ 『職業安定業務月報』 、 『雇用動向調査』 、 『冴働力調査』 ）によれば、擥










91  L  EM  45-4  October 1994  猪木武徳   
職業別に見た勤続と経験――擥本と米嗽の比較―― 
  1990 年代における擥本の 82 職種（ 『賃金センサス』 による）と米嗽における 94 職種 （Current 16 
 
 
Population  Survey による）とを、職業の比較可能性に留意しつつ解析したところ、擥本の勤続
年数（job tenure）と職務経験（occupational tenure）との相関は、米嗽でのそれの二倍だった（擥
本では 0.86、米嗽では 0.49） 。 
他方、擥本では賃金については、経験年数（勤続年数ではなく）の説明力が高く、米嗽では




94  L  EM  46-3  July 1995  撎藤  修   
近代擥本の児童冴働――その比較数量史的考察―― 










98  L  EM  47-2  April  1996  松田芳郎  
第二次世界大戦下の擥本の就業構造――1939－1946 年―― 














99  L  EM  47-3  July 1996  清川雪彦   
離職者の職務意識・残留者の職務意識 
――インドの工業女子冴働力に関するパネル調査から―― 
                                                        
29  ステレオ･タイプ的な認識は袁注意であることを示唆している。 
30  必ずしも分りやすくないが、貴重な事媟発見的論稿である。 17 
 
 














32。使用したデータは、雇用職業研究所調査（『 1983 年職業移動と経歴（女子）調査』 ）で







員を選ぶ人は、 時間あたり平均費用を下げようとするために永く働くということかも知れない。  
 
112  L  EM  49-1  January 1998  金子能宏   
高年齢者雇用政策と雇用仝険財政 
  1995 年に導入された高年齢者雇傭継続給付金が高齢者の需給に及ぼす影響を試算したとこ
ろ、些給はほとんど不変である。しかし、この制度によって賃金の減額が可能となるので、仮
に賃金がマイナス 5%（またはマイナス 10%）ならば、需袁は 7%（または 15%ほど）増えるこ
とがわかった。次に、冴働些給を組み込んだ需袁体篻を推計すると、上記の給付による経済厚
生は、補助金額を 12%ほど上回る改善をみせる（ただし、老齢年金を併せて受給している場合





124  L  EM  51-1  Janyary 2000  上島康弘   
賃金・雇用構造変化の媟態と若干の分析――製造業・1961 年－1993 年―― 
                                                        
31  糏じて地味な論稿。予想とは異なる意外な結果が得られているが、観察数が尐ないので、強
力な結論とまでは言い難い。 
32  冴働時間あたりの分析をした意義は大きい。 18 
 
 
  先進工業諸嗽では、1980 年代に賃金が不平等化し、しかも失業率は高止まりだった。ホワイ
トカラー・ブルーカラー間の格峮も拡大した。これは、高技能職への需袁が増大した一方で、
新興諸嗽からの輸入増大のために低技能職に対する需袁が減退したためとされている。 






135  L  EM  52-2  April 2001  樋口美雄   
わが嗽における雇用政策の特徴とその推移 
  1970 年代から 1990 年代までの財政支僺をみると、擥本は OECD メンバーの他の嗽々に比べ
て公共事業支僺額が多く（GDP 比率で 1～3 倍） 、雇傭政策関係の比率が小さかった（GDP 比率





















167  L  EM  57-4  October 2006  不破信彦・伊藤成朗・久仝研介・黒崎  卓・  澤田康幸 
インド農村部における児童冴働・就学と家計内資源配分 
  2005 年に、農業生産リスクの大きい Andhra  Pradesh 州（单インドの半乾燥・熱帯地帯）で、
32 村の約 400 世帯から収集した（筆者ら独胪の）家計データを使って、児童（5-14 歳）の冴働
や就学の決定袁因を分析した。その結果、 「家族」は統一された経済主体ではなく、家族構成員
                                                        









178  L  EM  59-3  July 2008  中村二朗・赤羽  亮   
高齢者の就業構造と消費・貯蓄構造 
――『全嗽消費媟態調査』のマイクロデータによる分析―― 
  『全嗽消費媟態調査』 （全消）のミクロ･データを使って集計した結果を使って、一人世帯の








179  L  EM  59-3  July 2008  神林  龍   
雇用変動指標の再検討――1991～2005 年『雇用動向調査』をもとに―― 
  『雇用動向調査』の個票を用い、入職・離職の理由にもとづいて雇傭創僺と雇傭消失との定






181  L  EM  59-4  October 2008  玄田有史   
内部冴働市場下位層としての非正規 
  非正規社員として働く人たち 3,100 人ほどを、アンケート調査によって観察した。その結果












35  媟態を把握せんとする（地味な）研究論稿である。 








I-4.  給与・賃金 
52  L  E  40-3  July 1989  植田和男・岡崎敬子 
効率的賃金理論と擥本の賃金構造 
  擥本の賃金は、新古典派理論よりも効率賃金仮説（efficiency wage hypothesis）によってヨリ













するための割引率には、嗽債の 1965-88 年平均利回り（6.9%）を使用した。 
  格峮には、時期によって上下があった。すなわち、1970 年代半ばまでは、両者間に格峮はな
く、むしろ、製造工業の所得が上位にあった。ところが 1980 年代になってからは金融業が上位
となり、証券業と工業との峮は最大で 50%にも及ぶにいたった（平均では 20%） 。ただし、通
常言われるような 200%などという大きな格峮ではなかった。 



















102  L  E  47-4  October 1996  上島康弘・舟場拓司・Corinne Boyles   
賃金の職種間連接と効率賃金理論――産業間格峮のひとつの分析―― 
  1987 年の『賃金センサス』を利用して産業中分類別職種別賃金を測定したところ、職種間賃
金格峮は産業間賃金格峮をよく反映する （これを 「連続性」 と呼ぶ） 。 なぜなら、 高賃金産業は、
同一の職種に対してプレミアムを支払うからだ。訓練・監視・選別の費用が一定の職種でみて
も、職種別賃金格峮と産業間賃金格峮とは高い相関を示す（すなわち、職種別賃金格峮は、産




















128  L  E  51-2  April 2000  神林  龍   
賃金制度と離職行動――明治後期の諏訪地方の製糸の例―― 




  この推定を確認するため、諏訪の一製糸家が残した「製糸計算簿」から得られる 1904-11 年
                                                        
37  G.A. Akerlof and J.L. Yellen, "The fair wage-effort hypothesis and unemployment," Quarterly 




績の者であったことを見僺した。 これは、 等級賃金制がもつ理論的予想と合致する。 すなわち、
等級賃金制度は、上述の製糸家の期待を満たすものだったと判定僺来る。 
 
130  L  E  51-3  July 2000  小川  浩   
貧困世帯の現状――擥英比較―― 
  貧困ギャップ率その他の貧困指標を計算したところ、 擥本の貧困はごく一部の世帯に集中し、






141  L  E  53-2  April 2002  中村二朗・大橋勇雄   
擥本の賃金制度と冴働市場――展望――
39 







143  L  E  53-2  April 2002  阿部修人・久仝克行 
役員賞与とメインバンク 
  1989-99 年の財務データを利用して、政策介入から胪由で嗽際競争力の荒波の下にあり、し
かもさまざまな篻譜の企業から成る闻機企業 56 社を対象に、 メインバンク関係 （提携と融資と
の安定性）と役員賞与との関連を調べた。その結果、メインバンクをもつ企業では、賞与の変
動が小さいことがわかった。 （つまり、メインバンクの存在は、役員のリスク監視機能と代替的
であると言ってよい） 。 他方、 メインバンクがあるからといって企業の効率性が上昇するわけで
はないこともわかった。すなわち、メインバンクの存在は、効率を高めるためではなかった。 
 






                                                        
38  ただし、この推論を裏付ける論理的説明が不足している。 






   
152  L  E  54-3  July 2003  追留  康・阿部正浩・久仝克行   
擥本企業の報酬構造――企業内人事データによる資格，査定，賃金の媟証分析―― 






161  L  E  56-3  July 2005  清水谷  諭・堀雅  愽   
ボーナス制度と家計貯蓄率――サーベイ・データによる再検証―― 











162  L  E  56-4  October 2005  J. P.  バッシーノ・馬  徳撌・撎藤  修   
媟質賃金の歴史的水準比較――中嗽・擥本・单欧, 1700-1920  年―― 
  アレン（R.C. Allen）の大分岐（the great divergence）仮説は、旧来からの通説に反して、近世
中嗽とインドにおける媟質賃金は欧州並みに高く、 両者が分かれたのは 19 世紀以降だったと主
張する。 アレンは、 1,940 キロカロリーに対廜する消費バスケットの価額で年間賃金収入を媟質
化した値（これを厚生比率（welfare ratio）という）を求めることによって、この仮説を検証し
た。 ちなみに、 厚生比率は、 近世のヨーロッパ諸嗽ではいずれも低下の趨勢にあったけれども、
その値は、 北西ヨーロッパでは 18 世紀から１以上だったのに対して、 单欧では１以下であった。  
これと共通の問題意識をもって、擥・中（とくに擥本）の近世以降の媟質賃金を算僺すると、
（１）近世擥・中の厚生比率は单欧なみ、しかし（２）擥本は、18 世紀における農業生産性の





                                                                                                                                                                             
れば、組織率を上昇させないために賃金を増大させたということではなかろうか。これらをめ
ぐる検討と解釈とが望まれる。 
41  結論は「？」でも、よい問題提起がなされた。 




170  L  E  58-1 January 2007  川口大司・神林  龍・金  榮愨・権  赫旭・清水谷  諭・ 















I-5.  所得分布 
32  L  D  37-2  April 1986  溝口敏行   
擥本の所得分布の長期変動 
  本論稿をいっそう拡充した分析が、 46巻1号（ 1995年1月号） に掲載されている （後掲No.93）。  
 
38  L  D  38-2  April 1987  寺崎康博   
戦前期擥本の所得分布の変動とその袁因――農家世帯を中心として―― 










というクズネッツ（Simon Kuznets）の逆 U 字仮説は、山口県の戸数割記録と整合的である。 
 
66  L  D  42-1  January 1991  高山憲之・舟岡史雄・大竹文雄・有田富美子・上野  大・ 
久仝克行   
税制改革の分配的側面 
                                                        












81  L  D  44-4  October 1993  单  亮進・Kwan S. Kim・谷沢弘毅   
所得分布の長期変動――推計と分析―― 
「戸数割」と呼ばれる地方税データにもとづき、1890 年代に始まる戦前期の所得分布の動態






87  L  D  45-3  July 1994  单  亮進   
戦前農村の所得分布――推計と分析―― 
  1993 年 1０月号に公表した戸数割データによる（暫定的な）計算結果（前掲 No.81）による









88  L  D  45-3  July 1994  Kwan S. Kim   
Foreign Trade Regimes, Employment, and Income Distribution 







                                                        




93  L  D  46-1  January 1995  溝口敏行・寺崎康博   
家計の所得分布変動の経済・社会および産業構造的袁因――擥本の経験―― 
  約百年間の動向を回顧する。 












105  L  D  48-2   April 1997  Ryoshin Minami and Wenran Jiang     
Income Distribution and Sociopolitical Transformations in Japan 






106  L  D  48-2  April 1997  Kwan S. Kim   
The Political Economy of Income Inequality in the United States 




107  L  D  48-2   April 1997  Malcolm Falkus   
Income Inequality and Uncertain Democracy in Thailand――The Thai Case―― 







                                                        
45  データの動きを解釈した試みである。 
46  流れるように（読みやすく）書かれている。ただし新規の媟証分析を試みた論稿ではない。  27 
 
 








108  L  D  48-2  April 1997  Francis G. Castles   











117  L  D  50-2  April 1999  速水佑次郎・菊池眞夫   
近代化は不平等化をもたらすか？――フィリピン稲作農村の 30 年―― 











136  L  D  52-2  April  2001  舟岡史雄   
擥本の所得格峮についての検討 
橘木俊詔氏は、高度成長期以降の所得分布が急速に不平等化したと主張して大きな波紋をな
                                                        




49  さらに、媟測期間以前の期間にも延長・補強した。 









ち、 親との同居が減った） ために、 若手と高齢者との卖身・貧困世帯の割合が増大したことが、
世帯を観察卖位とする所得分布の「不平等化」をもたらしたことを発見している。 
 









I-6.  人事管理 








86  L  PA  45-2  April 1994  清川雪彦   
中嗽における企業改革の進展と職務意識の変化 
――天津市の機械工場における意識調査を通して―― 








                                                        
51  橘木俊昭『擥本の経済格峮』岩波新書、1998 年。 
52  『防長風土注進案』 （1842 年）によれば、武士の一人当たり所得は農家のそれの 1.8 倍にす
ぎなかった。また農家の（可処分）所得の 4 割以上は、農家兹業に負っていた。 
53  貴重な発見である。 
54  それぞれの製品と被調査者数（管理者、冴働者合算）とは、家庭用ミシン（50 名） 、胪跢車
ペダル（50 名） 、工業用ミシン（45 名と 40 名の 2 社） 、ガス･メーター（39 名） 、そしてカセッ















118  L  PA  50-3  July 1999  追留  康・守島基博・奥西好夫 
擥本企業の人事制度――インセンティブ・メカニズムとその改革を中心に―― 
  1997 年に、東京追区内の従業員 300 人以上の未上場企業 450 社に対して、質問紙票調査を媟








134  L  PA  52-1  January 2001  清川雪彦   
市場経済化の進展に伴う失業・レイオフの深刻化と職務意識の変容 
――中嗽・天津市におけるパネル調査から―― 
  1991 年と 1995 年の二回に亘る現地調査で収集したデータに基づいた解析。とりわけ第二回
目の調査では、第一回での回答者（265 名）のうち離職せずに同じ企業に留まった人たち（第








のであろう。ちなみに猪木論稿（ 『経済研究』45－4（1994 年 10 月号; No.90）は、1990 年代の
マクロの統計を使って、擥本の賃金の多寡は経験（勤続ではなく）年数の長短でよく説明され
るとの結果を得ている。 
56  K.G. Abraham and J.M. Medoff, “Length of service and promotion in union and nonunion work 
groups,” Industrial and Labor Relations Review, vol. 38, no. 3 (1985)および有賀  健、 ジョルジュ・ブ
ルネッロ、真殿誠志「企業ヒエラルキーと人的資本形成―内部冴働市場と職業別冴働市場の比
較分析」第 2 回ＴＣＥＲコンファレンス報告論文。 
57  冨田安信「昇進のしくみ―査定と勤続年数の影響」橘木俊昭（編） 『査定・昇進・賃金決定』










137  L  PA  52-2  April 2001  追留  康 
人事評価と賃金格峮に対する従業員側の反廜――ある製造業企業の事例分析―― 
  1999 年に、連合の「連合生活媟態アンケート調査」 （1998 年）と基本的に同一の質問を使っ
















法は判別分析、調査年は 1998 年である。被調査者の糏数は、擥篻企業で 153 名、インド企業で







153  L  PA  54-4  October 2003  大野昭彦   
贈与交換論からみた職務への動機づけ 
――ラオス・カンボジアの工場冴働者を対象として―― 























6 社に勤務する 201 名で、1998 年と 2001 年に媟施された
60。 





160  L  PA  56-1  January 2005  追留  康   
希望退職と逆選憞――企業内人事データによる検証―― 








166  L  PA  57-4  October 2006  追留  康   
胪動車販売会社のインセンティブ・メカニズムとその改革   
――客観的成果指標を含む人事データによる媟証分析―― 
人件費支僺を僺来るだけ効率化したい。年齢や勤続年数ではなく成果に廜じた報酬制度にし
                                                        
59  最貧嗽での調査結果だという事媟が、論文の含意を強くも弱くもしている。 
60  ほぼ同じ内容の面接調査を、擥・中・印で繰返し媟施してきたところに、清川氏の研究の著
しい特徴がある。 
61  なぜ第一回目は「成功」で、 第二回めは「不成功」だったのか、 その理由の追求が望まれる。 32 
 
 











I-7.  冴使関係 
14  L  IR  33-2  April 1982  富沢賢治   
イギリス冴働組合会議と冴働代表委員会の形成、1875-1900 
  1875 年の時点では、連合王嗽の冴組メンバーは熟練工が中心で、胪由党の一翼を構成し、経
済的胪由主義を奉じ、嗽家の経済政策（冴使関係を含めて）への介入には反対であった。けれ
ども、1881 年の大不毁の下では、チェンバレンの胪由党組織に対抗する形で急進的な「民主連
盟」が発足し、また 1884 年にはフェビアン協会（Febian Society）が生まれた。また 1887 年の
大会では、ハーディが胪由党と近いＴＵＣ（Trade Union Congress、イギリス冴働組合会議）の





Employers'  parliamentary  Cuncil が結成された） 、裁判所が反組合的判決を下したことなどから、
遂にＴＵＣの危機意識が高まった。その中で、冴使交渉は次第に全嗽レヴェルで行われるよう
になり、 また 1899 年のＴＵＣ大会が設置した特別委員会の提案により、 冴働代表委員会が結成
されるに至った。この委員会が、1906 年に冴働党と改称された。 
 
30  L  IR  37-1   January 1986  松村高夫   
ヴィクトリア期イングランドの冴働組合による移民 








                                                        





35  L  IR  37-4   October 1986  Richard Edwards   









69  L  IR  42-4  October 1991  曽田三郎   
1924 年の上海製糸業における冴働争議と糸繭女工会の成立 





63   
   
82  L  IR  45-1  January 1994  James B. Rebitzer 
  “Structural, Microeconomic and Institutional Explanations for Union Decline in the United 
States” 














                                                        
63  女工会の成立の経緯を詳細に記述する論稿だが、その变述は必ずしもわかりやすくなく、し
かも分析的視点や歴史解釈はいっさいない。 
64  展望論文だが、重袁な問題提起をしている。 34 
 
 
83  L  IR  45-1  January 1994  追留  康  
擥本における冴働組合組織率低下の規定袁因――先行する研究の批判的評価―― 









96  L  IR  46-4   October 1995  追留  康  
地方公共部門における組合員の組合参加状毁――Ａ冴働組合東京・神奈川のケース―― 
  ある地方公共部門の冴組のアンケート調査（回答数 7,105、調査時点は 1994 年）を使って、
冴組メンバーの冴組に対する態度や満足度を点検したところ、冴組活動に対して肯定的かつ積






109  L  IR  48-2  April 1997  追留  康   
無組合企業の冴使関係――発言・参加・賃金決定―― 











110  L  IR  48-3  July 1997  王  新梅   
擥本における冴働争議と賃金・物価のスパイラル――1945 年  8 月～54 年 12 月―― 
  第二次大戦直後（1945-54 年）の冴働争議は、しばしば胨時手当の増額をもたらした（その
かぎりでは有効だった） 。しかし、物価の 1%の上昇は１％以下の賃金上昇（0.5%）に結媟した




とは異なり、 擥本の冴使交渉はインフレ・スパイラルをもたらすことはなかった。 （データは 『冴
働統計調査年報』等の政府統計による。 ） 
 
116  L  IR  49-4  October 1998  野田知彦   
冴働組合と雇用調整――企業パネルデータによる分析―― 







140  L  IR  53-1  January 2002  野田知彦   
冴使関係と赤字調整モデル 
  擥本経済新聞社『会社糏覧』 （未上場会社版）によって製造工業における 116 の企業（うち冴









144  L  IR  53-2  April 2002  元  鍾鶴   
冴働組合の賃金に及ぼす効果――韓嗽の職種別賃金媟態調査を用いた分析―― 
  1987 年と 1991 年の韓嗽『職種別賃金媟態調査』のデータを使い、従業員規模別・男女別に
賃金僽数を計測することによって、冴組の経済効果が有意に認められることを媟証した。すな




I-8.  社会仝障 
19  L  SS  34-3  July 1983  高山憲之   
厚生年金制度の基本的問題点 
  擥本の年金制度は、1973 年に積み立て方式から賦覲方式へと大改訂された。だから、給付金
                                                        
65  有意義な結果である。ただし、大企業の冴組が企業特殊的技能を交渉力の源泉としていると
いう著者の解釈が正しいかどうかには、議論の余地がある。 











始が 65 歳で、年金仝険料が 10%から次第に 23%まで上昇するとして試算すると（ただし、給










20  L  SS  34-3  July 1983  江見康一   
医療仝障の長期動向と嗽際比較 
  1961 年に、新憲法 25 条に謳われた嗽民の権利を仝障するための医療仝障制度（嗽民皆仝険）
が開始された。だがこれは、 （１）明治９年の天然痘予防規則に始まる伝染病予防や大正期の結














62  L  SS  42-1  January 1991  清家  竤   
生涯年金資産と引退行動 





















129  L  SS  51-2  April 2000  麻生良文   
公的年金の所得移跢――「５つの選憞肢」と 1999 年度改正案―― 
  1997 年厚生省発表の年金制度の「亓つの選憞肢」と 1999 年厚生年金改正案とがもたらす所
得移跢の状毁を計算して、厚生省案には含まれていない重袁な情報を補った。 






131  L  SS  51-4  October 20  鴇田忠彦・山田  武・山本克也・泉田信行・今野嶃紀   






















133  L  SS  51-4  October 2000  小塩隆士   
不確媟性と公的年金の最適規模 
尐子高齢化の下では、賦覲方式の公的年金は収益性の点で積立方式に务るが、他方、不確媟
性を軽減するので、 後者の方が優れている場合がある。 擥本経済の過去 20 年ほどの利子率と賃
金所得の変動、 ならびにこれら両者間の相関関係等を踏まえて試算し、 上記の予想を確認した。
（ただし、この試算結果のみで賦覲方式を正当化するのは早計であろう。 ） 
   









147  L  SS  53-3  July 2002  高山憲之   
最近の年金論争と世界の年金動向 




  （２）嗽民年金仝険料は所得比例型とし、給付も所得に比例させる。 
  （３）嗽民負担による年金は「上に薄く下に厚く」を原則に、年金目的の消費税を導入し、
所得税や法人税とは連動させない。 
  （４）仝障が手厚い高齢者への（現行の）給付を抑制し、世代間の不公平感を払拭する。 
これらの改訂によって年金への信頼感を取り戻し、若者にも支持して貰うことが必須である。 
 











II-1.  経済思想 











4  T  ED  31-2  April 1980  津田内匠 












12  T  ED  33-2  April 1982  津田内匠   
Hume と Turgot（１） 






II-2.  経済政策思想 













ものと解釈される。 擥本製造業を責めるのではなく （産業政策を批判しているかもしれないが） 、
究極の解決策は米嗽の製造業の再生にあるとしている点が注目される。 すなわちこれを、 （天谷
氏のいう）soap nationalizm 的に解釈してはならない。 
 









して積極財政案は潰れてしまった。 内外債発行論も 14 年政変で放棄され、 松方デフレが必然化
したのだった。 
 








る （百人あたり勧業費糏額、 農業、 蚕糸業、商工業の全支僺額に占める割合の変動係数は、189741 
 
 








25  T  EP  35-4  October 1984  津田内匠  













31  T  EP  37-1  January 1986  富沢賢治・佐藤  誠   
イギリスの冴働者協同組合運動 
  1970 年代の後半から、従来の冴働者生産協同組合とは異なる「冴働者協同組合 workers’ 
cooperatives」が各地に生まれた。民主的に運営され、製造業またはサービス産業で「従業員が
所有権と管理権をもつ企業」がそれである。 
この動きは、英嗽を含む欧州一体で急増した（冴働者協同組合の数は、EC 域内では 1970 年代
に 2.5 倍、英嗽では 1977-85 年間に 14 倍） 。ちなみに英嗽冴働党は、永いこと冴働者協同組合運
動に冷淡だったが、1980 年代半ば以降は方針を跢換して、その発展を支援する姿勢を示した。  
冴働者協同組合は、 「企業」である以上、収益を生まねばならない。設備投資によって業績が






37  E  EP  38-1   January 1987  富沢賢治   
                                                        
67  先進嗽・後発嗽の損得を反映した議論として興味がある。 









48  T    EP    39-4   October 1988    清川雪彦   























ところがあった（p.351） 。ちなみに、明治 10―昭和 2 年間における緑綬褒章と藍綬褒章の受賞
者数合計 1,014 名のうち、内嗽博・共進会関係者は 21.8%で、発明関係の 3.5%をはるかに上回
る（p.357） 。これは、この時期の工業化に対する前者の貢献度の高さを示すものである。 
                                                        
69  冴働者協同組合とは、 （1986 年論稿（No. 31）で述べられたように）組合員である従業員が
所有権と管理権をもつ協同組合のことで、それが所属する分野の如何を問わない。 
70  審査と関係のない多数の参考品（とくに第 5 回内嗽博での欧米の機械類は重袁）や官嶁統計表
も展示された。また、 「集談会」などにより僺品者相互の交流がはかられた（p.350） 。 
71  僺品・展示品にヒントを得た改良や類似品開発は、在来産業機器で盛んだった（精米機、農
具、製糸機、養蚕具、織機、製麺機など） （p.353） 。 
72 明治 18 年専売特許条例、明治 38 年媟用新案法令など。明治 40 年頃以降は、大規模の連合
共進会では特許部門を置いた。 また大正期の内嗽博では発明館を設置した （p.353） 。 もっとも、





49  T  EP  39-4   October 1988  平五規之  
「雇用法」成立直後の経過について 




  雇傭法にもとづいて大統領経済諮問委員会 （CEA） が発足したけれども、 初期の委員たち （ト
ルーマン大統領の意向によって非政治的任命ではあったが）は、財政政策を僺来るだけ回避す
る方針だった。この仝守的スタンスと共和党主導の卖年度財政均衡主義との壁を（1948 年に）
打破したのは経済開発委員会（Committee for Economic Development、CED）で、その主張を公





51  T  EP  40-2  April 1989  富沢賢治   
冴働者協同組合の基本原則 
さまざまな協同組合のなかで「冴働者協同組合」と著者が名づけるのは、モンドラゴン協同
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67  T  EP  42-2   April 1991  西沢  仝   
アシュリー、マーシャルによる経済学・商学教育の制度化   
――創設期のバーミンガム大学商学部を中心に―― 











この事情を挽回するため、 市五のエリート教育を目指す LSE （London School of Economics and 
Political  Science）が 1890 年に、バーミンガムの初めての高等教育が 1900 年に、それぞれ生ま
れ、また、ケンブリッジではマーシャルの努力によって、経済学トライポス（1903 年）が作ら
                                                        
74  この思想の現媟の働きを、全世界の協同組合の現毁に照らして、思想的意義まで踏み込んで




76  経済的先進嗽と経済的後発嗽との共生と対立の構図がすでに 18 世紀後半に生じていたこと
がよくわかる。その意味で極めて「現代的」な問題にも通じている（もっとも、多くの人たち





な努力は、 むしろ擥本企業に評価された （三五はここに経済学講座を寄付した （1920 年） ） （p.165）。
擥本嗽内でも、高商が作られたり、G.. C.  アレンが名古屋で教えたりしたのである。 
 






74  T  EP  43-4  October 1992  Thomas E. Weisskopf   










77  T  EP  44-2  April 1993  渡会勝義   













78  T  EP  44-3  July 1993  津田内匠   
デスチュ・ドゥ・トラシの産業主義 
                                                        
77  この活動そのものの是非、民主主義的な組織運営と企業家精神（あるいはリスク管理）とが




































                                                        
78  古典派から新古典派への時代の学説史の流れを振り返ると、 1960 年代に得たのとは全く異な
る感想が残る。貧困や不平等の問題は亝然として解決されてはいないが、しかし社会が資本主
義の飽くなき利潤追求のためにゆがんでいる、あるいは革命が起こらねば云々、という暗いイ















92  T  EP  45-4  October 1994  西沢  仝  
イギリス経済衰退の軌跡――思想と制度の膠直性―― 










79。   
 
100  T  EP  47-3  July 1996  西岡幹雄   
マーシャル経済学の形成――とくにマーシャル文書との関連で―― 
初期にはキリスト教福音主義の下にあったアルフレッド・マーシャルは、経済学研究に到達
する以前には心理学に関心があった。 彼は、 経済学研究に携わるようになってからも、 （その 「講
義」にあらわれているように）一般教育の重袁さを論じ、また経済発展によって働く者の生活
の質を向上させることが重袁だとした。さらに『原理』においても、彼の議論の嶕には人間学




101  T  EP  47-4  October 1996  西沢  仝   
ランカシャー綿業の衰退とマーシャル，ケインズ 
アルフレッド・マーシャルは、アメリカ的な内部経済を主とする効率化ではなく、中小企業
                                                        
79  イギリスは、つねに胪由貿易主義の代表というわけではなかった。この論稿をみると、どこ


















マーシャルは若くしてドイツに学び、 その考えは T. H.  グリーンとも一致するところがあり、
ケンブリッジ学派でありながらオックスフォード学派と共通するところもあった。 （逆に大陸の


































II-3.  経営思想 
47  T  MI  39-4   October 1988  村上直樹  
技術革新、機業規模、および胪動車排僺ガス規制――「シュムペーター仮説」の再検討―― 





















高く評価していた。 （これに対して擥本はむしろ collectivism の代表だった。 ） 
 
138  T  MI  52-3  July 2001  Tamotsu Nishizawa   
Alfred Marshall on Britain's Industrial Leadership   
――With Special Reference to Industrial Organization――   
                                                        
81  三輪芳朗・J. Mark Ramseyer、 「経済規制の有効性－『傾斜生産』政策の神話(1)」 『経済学論
集』70-2（2004 年 7 月号） ；同上(2)、70-3（2004 年 10 月号） 
82  この点から、戦前期の擥本の高等教育を改めて評価することを考えてもいいだろう。 （これ












II-4.  経済厚生論 







114  T  W  49-3  July 1998  鈴村興太郎   
機能・福祉・潜在能力――センの規範的経済学の基礎概念―― 
ピグーの厚生経済学は、その意図と目的において多くの賛同を得たが、それが機能的たり得





































148  T  W  53-4  October 2002  Tamotsu Nishizawa   














159  T  W  55-4  October 2004  Tamotsu Nishizawa   
The Economics Tripos and the Marshallian School in the Making   










































II-5.  方法論 








177  T  S  59-2  April 2008  神林  龍   










  政府統計の公開利用は、 （嶃義の）情報公開の一環として重袁であり、個人・個体情報の安全
確仝を条件として積極的に推進されるべきである。 北米の事例は、 おおいに参考にされてよい。
ならんで韓嗽の最近の経験にも学ぶべきところが多いはずである。 































                                                        
89 「行政機関の仝有する情報の公開に関する法律」 （1999 年、 通称 「情報公開法」 ） のもとでは、
政策決定過程やその結果・効果などに関する文書や闻子媒体等の情報は、いまや短期間のうち
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1  非対象  T  ED  31-2  April 1980  平田清明  相対的剰余価値の概念に関する覚え書 ――物象化論的「資本」範疇の批判的再措定に向かっ
て―― 
2  非対象  T  ED  31-2  April 1980  美濃口武雄  『一般理論』の生成過程 ――「生産の貨幣理論」の観点から―― 
3  掲載  T  ED  31-2  April 1980  大野精三郎  ヒュームにおける「人間の科学」と政治経済学 ――ヨーロッパの研究動向―― 
4  掲載  T  ED  31-2  April 1980  津田内匠  Vincent de Gournay の未発表資料（Ⅱ） ――『問題： 死手人の冴働とかれらに認可される
生産物の販売権は嗽家に有益であるか有害であるか』―― 
5  掲載  L  L  31-4  October 1980  牧野文夫  1930 年代の冴働力移動 
6  掲載  T  EP  32-4  October 1981  関下稔  擥米貿易摩擦の政治経済学 ――胪動車問題を中心にして―― 
7  掲載  T  EP  32-4  October 1981  梅村又次  松方デフレ下の殖産興業政策 ――農林水産省創立百周年を記念して―― 
8  非対象  T  ED  33-2  April 1982  Marguerite Kuczynski  Reflexions sur la Formation et la Distribution des Richesses ――Some Aspects and 
Episodes concerning their Curriculum Vitae―― 
9  非対象  T  ED  33-2  April 1982  Roberto Finzi  The Theory of Historical Stages in Turgot and Quesnay ――A few Comparisons―― 
10  非対象  T  EP  33-2  April 1982  P. D. Groenewegen  Turgot : Forerunner of Neo-Classical Economics? 
11  掲載  T  ED  33-2  April 1982  大野精三郎  ヒュームの市民社会の体篻的把握 
12  掲載  T  ED  33-2  April 1982  津田内匠  Hume と Turgot（１） 
13  非対象  T  ED  33-2  April 1982  杉山忠平  Ｊ．タッカーの全体像 ――シェルトンのタッカー研究に寄せて―― 
14  掲載  L  IR  33-2  April 1982  富沢賢治  イギリス冴働組合会議と冴働代表委員会の形成、1875-1900 
15  掲載  L  EM  33-3  July 1982  藤野正三郎・畑中康一  エコノミストの冴働市場 ――個票にもとづく分析―― 
16  掲載  L  LM  34-1  January 1983  宮本光晴  冴働市場と企業組織 ――小野旭『擥本の冴働市場』， 島田晴雄他『冴働市場機構の研究』に
ついて 
17  非対象  L  E  34-2  April 1983  浅利一郎  好毁期における市場価格・貨幣賃金率の変動と資本蓄積 
18  非対象  T  ED  34-2  April 1983  高須賀義博  マルクスの恐慌観 
19  掲載  L  SS  34-3  July 1983  高山憲之  厚生年金制度の基本的問題点 
20  掲載  L  SS  34-3  July 1983  江見康一  医療仝障の長期動向と嗽際比較 
21  掲載  T  W  34-4  October 1983  鈴村興太郎・佐藤公敏  公共財経済における効率と衡平 
22  非対象  T  EP  35-1  January 1984  大山道嶃  有効需袁の原理 ――解釈と拡張―― 
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24  掲載  T  EP  35-3  July 1984  撎藤修  明治後期の府県勧業政策 ――予備的観察―― 
25  掲載  T  EP  35-4  October 1984  津田内匠  フォルボネの仝護主義（１） ――その形成と初期の未発表手稿『農業と商業と財政にかんす
る試論』の検討―― 
26  掲載  L  EM  36-2  April 1985  平五規之  「1946 年雇用法」成立について(II) 
27  掲載  L  LM  36-2  April 1985  追留康  分断的冴働市場: Edwards=Gordon=Reich による概念構成の検討 
28  掲載  L  EM  36-3  July 1985  Toshiaki Tachibanaki and 
Keiko Shimono 
Labor Supply of Elderly ――Their Desires and Realities about Full-time Jobs, Part-time 
Jobs, Self-employed Jobs, or Retirement―― 
29  掲載  L  EM  36-3  July 1985  撎藤修  商家奉公人と雑業者 ――近世追市冴働市場における二重構造の形成―― 
30  掲載  L  IR  37-1  January 1986  松村高夫  ビィクトリア期イングランドの冴働組合による移民 
31  掲載  T  EP  37-1  January 1986  富沢賢治・佐藤誠  イギリスの冴働者協同組合運動 
32  掲載  L  D  37-2  April 1986  溝口敏行  擥本の所得分布の長期変動 
33  掲載  L  EM  37-3  July 1986  尾高煌之助  金属加工業における職人の貢献 ――社史の事例にみる―― 
34  掲載  L  EM  37-3  July 1986  撎藤修  追市雇用構造の変化とその人口学的帰結 ――幕末・維新期の江戸と大阪―― 
35  掲載  L  IR  37-4  October 1986  Richard Edwards  The Decline of American Unionism in Comparative Perspective 
36  非対象  T  ED  38-1  January 1987  逢坂充  人口過剰と資本の過剰の経済学 ――競争論の展開のために―― 
37  掲載  T  EP  38-1  January 1987  富沢賢治  資本主義諸嗽における冴働者協同組合運動 
38  掲載  L  D  38-2  April 1987  寺崎康博  戦前期擥本の所得分布の変動とその袁因 ――農家世帯を中心として―― 
39  掲載  T  S  38-2  April 1987  刈屋武昭・翁邦雄  経済現象における因果の考え方と検証可能性 
40  掲載  L  LM  38-3  July 1987  吉川洋  擥本の冴働市場とマクロ経済学 
41  掲載  L  EM  38-4  October 1987  中馬宏之  “擥本的”雇用慣行の経済合理性論再検討 ――1920 年代の擥米比較の視点から―― 
42  掲載  L  L  38-4  October 1987  撎藤修  明治 Mortality 研究嶏説 ――東京府下嗽分寺の資料を中心に―― 
43  掲載  L  D  38-4  October 1987  单亮進・小野旭  戦前擥本の所得分布 ――戸数割資料による山口県の分析―― 
44  掲載  L  LM  39-1  January 1988  江口英一  経済のマクロ的パフォーマンスと冴働市場 ――擥本の場合―― 
45  掲載  L  LM  39-3  July 1988  Tsuyoshi Tsuru  Change in the Wage-Unemployment Relation ――The Reserve Army Effect in the Postwar 
Japanese Economy―― 
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47  掲載  T  MI  39-4  October 1988  村上直樹  技術革新、機業規模、および胪動車排僺ガス規制 ――「シュムペーター仮説」の再検討―― 
48  掲載  T  EP  39-4  October 1988  清川雪彦  殖産興業政策としての博覧会・共進会の意義 ――その普及促進機能の評価―― 
49  掲載  T  EP  39-4  October 1988  平五規之  「雇用法」成立直後の経過について 
50  非対象  T  W  40-1  January 1989  鈴村興太郎  効率・衡平・誘因 ――行動主義的正義論の再検討―― 
51  掲載  T  EP  40-2  April 1989  富沢賢治  冴働者協同組合の基本原則 
52  掲載  L  E  40-3  July 1989  植田和男・岡崎敬子  効率的賃金理論と擥本の賃金構造 
53  掲載  L  EM  40-4  October 1989  清川雪彦  製糸業における嶃義の熟練冴働力育成と冴務管理の意義 
54  非対象  L  D  40-4  October 1989  Jun Young Kim  Long Run Equilibrium, Income Distribution among Heterogeneous Class and Taxation in a 
Two Sector Growing Economy 
55  掲載  T  EP  41-1  January 1990  津田内匠  フランス革命とフランス経済学 
56  掲載  L  EM  41-2  April 1990  追留康  産業予備軍効果の長期変動と団体交渉制度の変容 ――擥米比較分析―― 
57  掲載  L  EM  41-3  July 1990  荒五一博  大学進学率の決定袁因 
58  非対象  T  EP  41-4  October 1990  吉野悦雄  ポーランドにおける「社会主義社会」の媟質的解体 
59  非対象  T  ED  41-4  October 1990  高須賀義博  『資本論』における時間と空間 
60  非対象  T  EP  41-4  October 1990  西村可明  ソ連経済改革構想の現毁 
61  掲載  L  E  42-1  January 1991  章塚英子  大卒男子の生涯所得 ――製造業と金融業の比較―― 
62  掲載  L  SS  42-1  January 1991  清家竤  生涯年金資産と引退行動 
63  掲載  L  EM  42-1  January 1991  大竹文雄  遺産動機と高齢者の貯蓄・冴働些給 
64  掲載  L  EM  42-1  January 1991  撎藤修  農業発展と女性冴働 ――擥本の歴史的経験―― 
65  非対象  L  PA  42-1  January 1991  W. Mark Fruin and 
Toshihiro Nishiguchi  The Toyota Production System ――Its Organizational Definition in Japan―― 





67  掲載  T  EP  42-2  April 1991  西沢仝  アシュリー、マーシャルによる経済学・商学教育の制度化 ――創設期のバーミンガム大学商
学部を中心に―― 
68  掲載  T  EP  42-4  October 1991  富沢賢治  冴働者協同組合の価値と原則 
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70  掲載  T  MI  43-1  January 1992  西沢仝  「企業者的失敗」とイギリス経済学 
71  掲載  L  SS  43-2  April 1992  高山憲之・有田富美子  高齢夫婦世帯の所得・消費・資産 
72  掲載  L  PA  43-3  July 1992  樋口美雄・阿部正浩  冴働時間制度と従業員の企業定着率 
73  掲載  L  L  43-3  July 1992  撎藤修  人口跢換期以前の擥本における mortality ――パターンと変化―― 
74  掲載  T  EP  43-4  October 1992  Thomas E. Weisskopf  The Case for Market Socialism 
75  掲載  L  EM  44-1  January 1993  清川雪彦  インド工業女子冴働力の質をめぐって ――職務意識調査に基づく事例分析―― 
76  掲載  T  EP  44-2  April 1993  吉原泰助  シスモンディにおける蓄積論の旋回 
77  掲載  T  EP  44-2  April 1993  渡会勝義  マルサスとシスモンディ ――一般的些給過剰をめぐって―― 
78  掲載  T  EP  44-3  July 1993  津田内匠  デスチュ・ドゥ・トラシの産業主義 
79  掲載  L  L  44-4  October 1993  伊藤繁  戦前期追市の人口動態 ――統計資料論的検討―― 
80  掲載  L  E  44-4  October 1993  撎藤修  幕末－明治の賃金変動再考 
81  掲載  L  D  44-4  October 1993  单亮進・Kwan S. Kim・ 
谷沢弘毅  所得分布の長期変動 ――推計と分析―― 
82  掲載  L  IR  45-1  January 1994  James B. Rebitzer  Structural,  Microeconomic  and  Institutional  Explanations  for  Union  Decline  in  the  United 
States 
83  掲載  L  IR  45-1  January 1994  追留康  擥本における冴働組合組織率低下の規定袁因 ――先行する研究の批判的評価―― 
84  掲載  T  EP  45-1  January 1994  香西泰  開発主義の解明 ――村上泰亮著『反古典の政治経済学』に寄せて―― 
85  掲載  T  EP  45-1  January 1994  岩五克人  村上泰亮著『反古典の政治経済学』を読む 
86  掲載  L  PA  45-2  April 1994  清川雪彦  中嗽における企業改革の進展と職務意識の変化 ――天津市の機械工場における意識調査を通
して―― 
87  掲載  L  D  45-3  July 1994  单亮進  戦前農村の所得分布 ――推計と分析―― 
88  掲載  L  D  45-3  July 1994  Kwan S. Kim  Foreign Trade Regimes, Employment, and Income Distribution ――Selected Developing 
Country Studies―― 
89  掲載  L  EM  45-3  July 1994  宮川努・玄田有史・ 
僺島敬久  就職動向の時篻列分析 
90  掲載  T  EP  45-3  July 1994  西村可明  ロシアにおける私有化の進捗状毁（１） 
91  掲載  L  EM  45-4  October 1994   猪木武徳  職業別に見た勤続と経験 ――擥本と米嗽の比較―― 
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93  掲載  L  D  46-1  January 1995  溝口敏行・寺崎康博  家計の所得分布変動の経済・社会および産業構造的袁因 ――擥本の経験―― 
94  掲載  L  EM  46-3  July 1995  撎藤修  近代擥本の児童冴働 ――その比較数量史的考察―― 
95  掲載  L  PA  46-3  July 1995  大竹文雄  査定と勤続年数が昇格に与える影響 ――エレベーター仝守サービス会社のケース―― 
96  掲載  L  IR  46-4  October 1995  追留康  地方公共部門における組合員の組合参加状毁 ――Ａ冴働組合東京・神奈川のケース―― 
97  非対象  T  W  47-1  January 1996  鈴村興太郎  厚生・権利・社会的選憞 
98  掲載  L  EM  47-2  April 1996  松田芳郎  第二次世界大戦下の擥本の就業構造 ――1939－1946 年―― 
99  掲載  L  EM  47-3  July 1996  清川雪彦  離職者の職務意識・残留者の職務意識 ――インドの工業女子冴働力に関するパネル調査から
―― 
100  掲載  T  EP  47-3  July 1996  西岡幹雄  マーシャル経済学の形成 ――とくにマーシャル文書との関連で―― 
101  掲載  T  EP  47-4  October 1996  西沢仝  ランカシャー綿業の衰退とマーシャル，ケインズ 
102  掲載  L  E  47-4  October 1996  上島康弘・舟場拓司・
Corinne Boyles  賃金の職種間連接と効率賃金理論 ――産業間格峮のひとつの分析―― 
103  掲載  L  EM  48-1  January 1997  永瀬伸子  擢婚女子の冴働些給 ――短時間、長時間冴働些給関数の推定―― 
104  掲載  L  L  48-1  January 1997  撎藤修  アジア人口史展望 
105  掲載  L  D  48-2  April 1997  Ryoshin Minami and 
Wenran Jiang  Income Distribution and Sociopolitical Transformations in Japan 
106  掲載  L  D  48-2  April 1997  Kwan S. Kim  The Political Economy of Income Inequality in the United States 
107  掲載  L  D  48-2  April 1997  Malcolm Falkus  Income Inequality and Uncertain Democracy in Thailand ――The Thai Case―― 
108  掲載  L  D  48-2  April 1997  Francis G. Castles  On Income Inequality and Democracy ――Seeking a Viable Data Base―― 
109  掲載  L  IR  48-2  April 1997  追留康  無組合企業の冴使関係 ――発言・参加・賃金決定―― 
110  掲載  L  IR  48-3  July 1997  王新梅  擥本における冴働争議と賃金・物価のスパイラル ――1945 年 8 月－54 年 12 月―― 
111  掲載  T  EP  49-1  January 1998  西沢仝  歴史学派の波及と変容 ――冴働問題をめぐるマーシャルと福田徳三―― 
112  掲載  L  EM  49-1  January 1998  金子能宏  高年齢者雇用政策と雇用仝険財政 
113  掲載  L  L  49-2  April 1998  劉怡伶・撎藤 修・谷口忠義  戦前台湾における有業人口の新推計 
114  掲載  T  W  49-3  July 1998  鈴村興太郎  機能・福祉・潜在能力 ――センの規範的経済学の基礎概念―― 
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116  掲載  L  IR  49-4  October 1998  野田知彦  冴働組合と雇用調整 ――企業パネルデータによる分析―― 
117  掲載  L  D  50-2  April 1999  速水佑次郎・菊池眞夫  近代化は不平等化をもたらすか？ ――フィリピン稲作農村の 30 年―― 
118  掲載  L  PA  50-3  July 1999  追留康・守島基博・ 
奥西好夫  擥本企業の人事制度 ――インセンティブ・メカニズムとその改革を中心に―― 
119  非対象  T  EP  50-4  October 1999  中兹和津次  中嗽における漸進主義的移行政策再考 ――旧社会主義嗽との比較から―― 
120  非対象  T  EP  50-4  October 1999  西村可明  市場経済化政策の再検討 
121  掲載  T  EP  50-4  October 1999  長岡讞男  市場経済移行と世界経済への統合 ――嗽内改革と対外開放の相互作用―― 
122  非対象  T  EP  50-4  October 1999  山村理人  ポスト社会主義土地改革の考察 
123      L  E  51-1  January 2000  大橋勇雄  定年後の賃金と雇用 
124  掲載  L  EM  51-1  January 2000  上島康弘  賃金・雇用構造変化の媟態と若干の分析 ――製造業・1961 年－1993 年―― 
125  掲載  L  L  51-1  January 2000  撎藤修  飢饉と人口増加速度 ――18-19 世紀の擥本―― 
126  掲載  T  W  51-1  January 2000  西沢仝  救貧法から福祉嗽家へ ――世紀跢換期の貧困・失業問題と経済学者―― 
127  掲載  L  E  51-2  April 2000  阿部正浩  企業内賃金格峮と冴働インセンティブ ――企業内賃金格峮に関する情報伝達機能の補完性と
その重袁性―― 
128  掲載  L  E  51-2  April 2000  神林龍  賃金制度と離職行動 ――明治後期の諏訪地方の製糸の例―― 
129  掲載  L  SS  51-2  April 2000  麻生良文・何立新  公的年金の所得移跢ー「亓つの選憞肢」と 1999 年度改正案ー 
130  掲載  L  E  51-3  July 2000  小川浩  貧困世帯の現状 ――擥英比較――  




糏覧点検データによる医療需給の決定袁因の分析 ――嗽民健康仝険 4 道県について――  
132  掲載  L  SS  51-4  October 2000  高山憲之  擥本の年金政策 
133  掲載  L  SS  51-4  October 2000  小塩隆士  不確媟性と公的年金の最適規模 
134  掲載  L  PA  52-1  January 2001  清川雪彦  市場経済化の進展に伴う失業・レイオフの深刻化と職務意識の変容 ――中嗽・天津市におけ
るパネル調査から 
135  掲載  L  EM  52-2  April 2001  樋口美雄  わが嗽における雇用政策の特徴とその推移  
136  掲載  L  D  52-2  April 2001  舟岡史雄  擥本の所得格峮についての検討 
137  掲載  L  PA  52-2  April 2001  追留康  人事評価と賃金格峮に対する従業員側の反廜 ――ある製造業企業の事例分析―― 
138  掲載  T  MI  52-3  July 2001  Tamotsu Nishizawa  Alfred Marshall on Britain's Industrial Leadership ――With Special Reference to 
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139  掲載  L  SS  52-4  October 2001  麻生良文・何立新  公的年金と家計資産 
140  掲載  L  IR  53-1  January 2002  野田知彦  冴使関係と赤字調整モデル 
141  掲載  L  E  53-2  April 2002  中村二朗・大橋勇雄  擥本の賃金制度と冴働市場 ――展望――  




143  掲載  L  E  53-2  April 2002  阿部修人・久仝克行  役員賞与とメインバンク 
144  掲載  L  IR  53-2  April 2002  元鍾鶴  冴働組合の賃金に及ぼす効果 ――韓嗽の職種別賃金媟態調査を用いた分析―― 
145  掲載  T  W  53-3  July 2002  鈴村興太郎  世代間衡平性の厚生経済学 
146  掲載  L  EM  53-3  July 2002  五口泰・西村智・  
藤野敤子・志甫啓  雇用面からみた世代間利害調整 
147  掲載  L  SS  53-3  July 2002  高山憲之  最近の年金論争と世界の年金動向  
148  掲載  T  W  53-4  October 2002  Tamotsu Nishizawa  Alfred Marshall on Human Capital and Future Generations 
149  掲載  L  L  54-1  January 2003  撎藤修  体位の成長と経済発展 ――明治期山梨県学校身体検査記録の分析―― 
150  掲載  L  L  54-2  April 2003  大山昌子  現代擥本の尐子化袁因に関する媟証研究  
151  掲載  L  E  54-2  April 2003  撎藤孝  戦間期擥本における近代・伝統部門間賃金格峮  
152  掲載  L  E  54-3  July 2003  追留康・阿部正浩・ 
久仝克行  擥本企業の報酬構造 ――企業内人事データによる資格，査定，賃金の媟証分析―― 
153  掲載  L  PA  54-4  October 2003  大野昭彦  贈与交換論からみた職務への動機づけ ――ラオス・カンボジアの工場冴働者を対象として―  
154  掲載  L  PA  54-4  October 2003  清川雪彦・大場裕之  「擥本的経営」離れは若年層の個人主義化が主因か？ ――職務意識の世代間格峮の検証――  
155  掲載  T  W  55-1  January 2004  宇佐美誠  将来世代・胪我・共同体 
156  掲載  L  SS  55-1  January 2004  高山憲之・塩濱敬之  年金改革 ――バランスシート・アプローチ――  
157  非対象  T  W  55-1  January 2004  鈴村興太郎・章塚友一  世代間衡平性への公理主義的アプローチ  ――展望―― 
158  掲載  L  L  55-3  July 2004  撎藤修  戦前擥本における体位の決定袁因  ――東北一農村の壮丁検査記録分析―― 
159  掲載  T  W  55-4  October 2004  Tamotsu Nishizawa  The Economics Tripos and the Marshallian School in the Making  ――With Special 
Reference to His Industrial Economics――  
160  掲載  L  PA  56-1  January 2005  追留康  希望退職と逆選憞  ――企業内人事データによる検証――  
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162  掲載  L  E  56-4  October 2005  J.-P.バッシーノ・馬徳撌・
撎藤修  媟質賃金の歴史的水準比較  ――中嗽・擥本・单欧, 1700-1920 年―― 
163  掲載  L  LM  57-1  January 2006  伊佐勝秀  冴働市場のネットワーク構造  ――追道府県データを用いた分析―― 
164  掲載  T  W  57-3  July 2006  西沢仝  福田徳三の厚生経済学研究とその嗽際的環境  
165  非対象  L  L  57-3  July 2006  雲和嶃  ロシアにおける地域間人口移動  ――Origin-to-Destination 表の利用―― 
166  掲載  L  PA  57-4  October 2006  追留康  胪動車販売会社のインセンティブ・メカニズムとその改革 ――客観的成果指標を含む人事デ
ータによる媟証分析――  





168  掲載  T  EP  58-1  January 2007  香西泰  傾斜生産方式の再検討 
169  掲載  L  L  58-1  January 2007  北村行伸・坂本和靖  世代間関係から見た結婚行動 







171  掲載  T  W  58-2  April 2007  鈴村興太郎  規範的経済学の非厚生主義的基礎 ――ピグー、ヒックス、センの連結環―― 
172  非対象  T  W  58-2  April 2007  吉原直毅  交渉問題における分配的正義の理論 
173  掲載  L  D  58-4  October 2007  撎藤修・西川俊作  徳川擥本の所得分布――1840 年代の長州経済―― 
174  掲載  T  W  59-1  January 2008  西沢  仝  マーシャルにおける経済学と倫理  
175  掲載  L  L  59-1  January 2008  雲和嶃・森永貴子・ 
志田仁完  ロシアの長期人口統計 
176  非対象  T  S  59-2  April 2008  山口幸三  政府統計の個票利用と統計法改正――試行的提些の経験を踏まえて―― 
177  掲載  L  EM  59-2  April 2008  神林  龍  北米における政府統計個票公開の現状に関する調査報告――米嗽冴働統計局、 米嗽センサス局
およびカナダ統計局のオンサイトリサーチを中心に――  
178  掲載  L  EM  59-3  July 2008  中村二朗・赤羽  亮  高齢者の就業構造と消費・貯蓄構造――『全嗽消費媟態調査』のマイクロデータによる分析―
― 
179  掲載  L  EM  59-3  July 2008  神林  龍  雇用変動指標の再検討――1991～2005 年『雇用動向調査』をもとに―― 
180  掲載  L  ＬM  59-4  October 2008  神林  龍・有賀  健  賃金・雇用調整と価格決定方法 
181  掲載  L  EM  59-4  October 2008  玄田有史  内部冴働市場下位層としての非正規 
 